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保健学研究科⼼理⽀援科学専攻 修了までのスケジュール

時期
研究指導

科⽬履修
【学⽣】 【指導教員】及び教授会等

出願時

１
年
次

前
期

4⽉

5⽉

6⽉

7⽉

後
期

9⽉

12⽉

2
年
次

前
期

4⽉

5⽉

7⽉

後
期

9⽉

1⽉

2⽉

3⽉

研究分野及び指導教員（主査）の希望

オリエンテーション

第1回 構想発表会

第2回 構想発表会

第3回 構想発表会

学位論⽂発表会（上旬）

修了（学位授与）

学位論⽂題⽬届の提出

指導教員の決定

研究課題の検討

学位論⽂の提出（上旬）

研究計画の検討

研究計画書の提出

履修計画の指導・助⾔
研究計画の指導・助⾔

研究指導教員の決定（専攻会議）

「研究倫理教育」の受講

構想発表会の指導・助⾔

学位論⽂執筆計画⽴案

学位論⽂ 最終原稿提出（中旬）
修了要件単位の取得

学位論⽂執筆計画の指導・助⾔

学位審査（学位審査会議）

専
⾨
科
⽬
︵
講
義
・
演
習
︶

専
⾨
科
⽬
︵
実
習
︶

特
別
研
究
科
⽬
︵
保
健
学
研
究
連
携
セ
ミ
ナ
ー
︶

特
別
研
究
科
⽬
︵
⼼
理
⽀
援
科
学
特
別
演
習
・
⼼
理
⽀
援
科
学
特
別
研
究
︶

論⽂指導

修了判定（教授会）
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評価項目 5 4 3 2 1

タイトル

表題が簡潔にして
要を得ている。

表題が要を得てい
る。

研究内容に照らし
て概ね適した表題
が付与されてい
る。

研究内容に照らし
てやや不適切な表
題が付与されてい
る。

研究内容に照らし
て全く不適。

要約

目的，方法，結
果，考察を適切に
要約し，研究の全
体像が一目で把握
できるように示さ
れている。

目的，方法，結
果，考察を概ね適
切に要約し，研究
の全体像が把握で
きるように示され
ている。

目的，方法，結
果，考察をある程
度要約し，研究の
全体像がおおよそ
把握できるように
示されている。

目的，方法，結
果，考察の要約が
不十分であり，研
究の全体像を把握
することが困難で
ある。

目的，方法，結
果，考察の要約が
全く不十分であ
り，研究の全体像
を全く把握するこ
とができない。

問題設定に高い独
創性がある。

問題設定に独創性
がある。

問題設定にある程
度独創性がある。

問題設定に独創性
が不足している。

問題設定に全く独
創性がない。

研究目的を示し，
その目的と関連づ
けて国内外の先行
研究の概説が多角
的に行われてい
る。

研究目的を示し，
その目的と関連づ
けて国内外の先行
研究の概説が行わ
れている。

研究目的を示し，
その目的と関連づ
けて国内の先行研
究の概説が行われ
ている。

研究目的を示し，
その目的と関連づ
けて国内の先行研
究の概説が行われ
ているが，不十分
である。

研究目的が示され
ていない。先行研
究の概説が著しく
不足している。

仮説が適切に構成
され，明確に提示
されている。

仮説が概ね適切に
構成され，提示さ
れている。

仮説がある程度適
切に構成され，提
示されている。

仮説の構成がやや
不適切である。提
示が曖昧である。

仮説の構成が不適
切である。仮説が
提示されていな
い。

用語を厳密に定義
している。

概ね厳密に用語を
定義している。

ある程度厳密に用
語を定義してい
る。

用語の定義が曖昧
である。

用語の定義が全く
行われていない。

客観的・論理的に
論が進められてい
る。

概ね客観的・論理
的に論が進められ
ている。

ある程度客観的・
論理的に論が進め
られている。

やや客観的・論理
的ではない論が進
められている。

全く客観的・論理
的ではない論が進
められている。

研究の学術的な意
義および当該分野
への想定される貢
献について適切に
論じられている。

研究の学術的な意
義および当該分野
への想定される貢
献について概ね適
切に論じられてい
る。

研究の学術的な意
義および当該分野
への想定される貢
献についてある程
度論じられてい
る。

研究の学術的な意
義および当該分野
への想定される貢
献についてほとん
ど論じられていな
い。

研究の学術的な意
義および当該分野
への想定される貢
献について全く論
じられていない。

他の研究者が方法
の記述を読むだけ
で追試ができるよ
うに詳細に記述さ
れている。

他の研究者が方法
の記述を読むだけ
で追試ができるよ
うに概ね詳細に記
述されている。

他の研究者が方法
の記述を読むだけ
で追試ができるよ
うにある程度適切
に記述されてい
る。

他の研究者が方法
の記述を読むだけ
で追試ができるよ
うに方法が記述さ
れているが不十分
である。

他の研究者が方法
の記述を読むだけ
で追試ができるよ
うに方法が記述さ
れていない。

結果に影響を与え
ると考えられるす
べての情報が具体
的に記述されてい
る。

結果に影響を与え
ると考えられる情
報が概ね記述され
ている。

結果に影響を与え
ると考えられる情
報がある程度記述
されている。

結果に影響を与え
ると考えられる情
報がほとんど記述
されていない。

結果に影響を与え
られると考えられ
る情報が全く記述
されていない。

保健学研究科心理支援科学専攻　修士論文におけるルーブリック評価基準

問題

方法

資料2
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評価項目 5 4 3 2 1

研究目的に照らし
て適切な統計的手
法で加工，集約，
検定されたデータ
が提示されてい
る。

研究目的に照らし
て概ね適切な統計
的手法で加工，集
約，検定された
データが提示され
ている。

研究内容に照らし
てある程度適切な
統計的手法で加
工，集約，検定さ
れたデータが提示
されている。

研究方法に照らし
て不適切な統計的
手法で加工，集
約，検定された
データが一部提示
されている。

研究方法に照らし
て，不適切な統計
的手法で加工，集
約，検定された
データがかなり提
示されている。

事実のみが記述さ
れている。

概ね事実のみが記
述されている。

事実のみが記述さ
れているが，若干
の不足が認められ
る。

事実ではない記述
が一部認められ
る。

事実ではない記述
が数多く認められ
る。

研究仮説に都合の
よい結果だけでは
なく，不都合な結
果も公平に記述さ
れている。

研究仮説に都合の
よい結果だけでは
なく，不都合な結
果も概ね公平に記
述されている。

研究仮説に不都合
な結果についてあ
まり記述されてい
ない。

研究仮説に不都合
な結果についてほ
とんど記述されて
いない。

研究仮説に不都合
な結果について全
く記述されていな
い。

研究目的がどこま
で達成され，仮説
がどこまで検証さ
れたかを，結果に
基づいて議論して
いる。

研究目的がどこま
で達成され，仮説
がどこまで検証さ
れたかを，概ね結
果に基づいて議論
している。

研究目的がどこま
で達成され，仮説
がどこまで検証さ
れたかを，ある程
度結果に基づいて
議論している。

研究目的がどこま
で到達され，仮説
がどこまで検証さ
れたのかについて
の議論が不足して
いる。

研究目的がどこま
で達成され，仮説
がどこまで検証さ
れたのかについて
議論が全く行われ
ていない。

専門知識を効果的
に用いて研究結果
の解釈が行われて
いる。

専門知識を用いて
概ね適切な研究結
果の解釈が行われ
ている。

専門知識を用いて
ある程度適切な研
究結果の解釈が行
われている。

専門知識を用いた
研究結果の解釈に
不適切な箇所が認
められる。

専門知識を用いた
研究結果の解釈が
不適切である。

例外的な発見を説
明したり，他の研
究の結果や解釈と
の比較が行われて
いる。

例外的な発見を説
明したり，他の研
究の結果や解釈と
の比較が概ね適切
に行われている。

例外的な発見を説
明したり，他の研
究の結果や解釈と
の比較がある程度
適切に行われてい
る。

例外的な発見を説
明したり，他の研
究の結果や解釈と
の比較がほとんど
行われていない。

例外的な発見を説
明したり，他の研
究の結果や解釈と
の比較が全く行わ
れていない。

議論や解釈が根拠
や理由を明示しな
がら行われてい
る。

議論や解釈が根拠
や理由を明示しな
がら概ね適切に行
われている。

議論や解釈が根拠
や理由を明示しな
がらある程度適切
に行われている。

議論や解釈が根拠
や理由を明示しな
がら行われていな
い。

議論や解釈が全く
根拠や理由を明示
しながら行われて
いない。

結果の一般化可能
性について適切に
議論している。

結果の一般化可能
性について概ね適
切に議論してい
る。

結果の一般化可能
性についてある程
度議論している。

結果の一般化可能
性についてほとん
ど議論されていな
い。

結果の一般化可能
性について全く議
論されていない。

研究の限界や課題
に基づいて，将来
の研究が示唆され
ている。

研究の限界や課題
に基づいて，将来
の研究がある程度
示唆されている。

将来の研究が示唆
されているが，そ
の根拠が曖昧であ
る。

研究の限界や課題
および将来の研究
についてほとんど
示唆されていな
い。

研究の限界や課題
および将来の研究
について全く示唆
されていない。

結果

考察
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評価項目 5 4 3 2 1

『心理学研究』な
どの指定された書
式に忠実に基づい
て，論文に引用さ
れた全ての文献，
資料が文末にリス
トされている。

『心理学研究』な
どの指定された書
式に概ね忠実に基
づいて，論文に引
用された全ての文
献，資料が文末に
リストされてい
る。

数ヵ所の誤りは認
められるが，『心
理学研究』などの
指定された書式に
ある程度忠実に基
づいて，論文に引
用されたほぼ全て
の文献，資料が文
末にリストされて
いる。

『心理学研究』な
どの指定された書
式に基づいて作成
されているが，誤
りが多数認められ
る。論文に引用さ
れた文献，資料が
文末にリストされ
ているが，かなり
の不足が認められ
る。

『心理学研究』な
どの指定された書
式に基づいて作成
されていない。論
文に引用された文
献，資料が文末に
全くリストされて
いない。

論文内での引用方
法，引用箇所と文
献との対応，表記
方法など全てが適
切である。

論文内での引用方
法，引用箇所と文
献との対応，表記
方法などが概ね適
切である。

論文内での引用方
法，引用箇所と文
献との対応，表記
方法などに僅かに
誤りが認められ
る。

論文内での引用方
法，引用箇所と文
献との対応，表記
方法などに不適切
な箇所が多数認め
られる。

論文内での引用方
法，引用箇所と文
献との対応，表記
方法などが全く適
切に行われていな
い。

『心理学研究』な
どの指定された書
式に忠実に基づい
て作成されてい
る。

『心理学研究』な
どの指定された書
式に基づいて概ね
忠実に基づいて作
成されている。

『心理学研究』な
どの指定された書
式にある程度基づ
いて作成されてい
る。

『心理学研究』な
どの指定された書
式に基づいて作成
されているが不適
切な箇所が認めら
れる。

『心理学研究』な
どの指定された書
式に基づいて作成
されていない。

誤字脱字や文法上
の誤りがない。

誤字脱字や文法上
の誤りがほとんど
認められない。

誤字脱字や文法上
の誤りが数ヵ所認
められる。

誤字脱字や文法上
の誤りが多数認め
られる。

誤字脱字や文法上
の誤りがかなり多
数認められる。

研究倫理

研究対象者への倫
理的配慮が適切に
行われている。

研究対象者への倫
理的配慮が概ね適
切に行われてい
る。

研究対象者への倫
理的配慮がある程
度適切に行われて
いる。

研究対象者への倫
理的配慮がやや不
足している。

研究対象者への倫
理的配慮が全く不
足している。

プレゼンテー
ション

口頭・pptで内容
を正確に説明でき
る。

口頭・pptで内容
を概ね適切に説明
できる。

口頭・pptで内容
をある程度説明で
きる。

口頭・pptでの内
容説明が不十分で
ある。

口頭・pptで内容
を全く説明できな
い。

質疑応答

質疑に対して，分
析結果に基づき論
理的かつ整合性の
ある回答を行うこ
とができる。

質疑に対して，分
析結果に基づき概
ね論理的かつ整合
性のある回答を行
うことができる。

質疑に対して，分
析結果に基づきあ
る程度論理的かつ
整合性のある回答
を行うことができ
る。

質疑に対して，分
析結果に基づき論
理的かつ整合性の
ある回答を十分に
行うことができな
い。

質疑に対して，分
析結果に基づき論
理的かつ整合性の
ある回答を全く行
うことができな
い。

論文の構成，
書式

引用文献
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国立大学法人弘前大学研究者行動規範 

(平成 19年 6月 25日役員会決定) 

改正 平成 27年 3月 20日役員会決定第 1号 

第 1 はじめに 

科学研究上の不正行為は、科学者として倫理にもとる行為であり、これを行った研究者は倫理

的に非難される。しかも、これにとどまらず、国立大学法人弘前大学(以下「本学」という。)に所

属する研究者が不正行為を行うことは、職員の体面を汚すとともに、本学に対する名誉と信用を傷

つけることにより、本学に重大な損害を与えるものである。 

本学研究者行動規範(以下「行動規範」という。)は、「研究活動の不正行為への対応のガイドラ

インについて」(平成 18年 8月 8日科学技術・学術審議会研究活動の不正行為に関する特別委員

会)及び「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成 26年 8月 26日文

部科学大臣決定）に基づき、本学における研究者(以下「研究者」という。)による研究活動の不正

行為(以下「不正行為」という。)の防止を図ることを目的として、本学における研究活動の行動規

準及び遵守事項を定めるものである。 

第 2 研究者 

この規範において、研究者とは、本学に雇用されている者及び本学に雇用されているとみなさ

れる者並びに本学の施設・設備を利用する者で研究に携わる者をいう。 

第 3 研究者の責任 

研究者は、先達の知的成果を前提としながら自らが生み出す専門知識や技術の質を担保する責

任を有し、さらに自らの専門知識、技術、経験を活かして、人類の健康と福祉、社会の安全と安

寧、そして地球環境の持続性に貢献するという責任を有する。 

第 4 研究者の姿勢 

研究者は、常に正直、誠実に判断、行動し、自らの専門知識・能力・技芸の維持向上に努め、

科学研究によって生み出される知の正確さや正当性を科学的に示す最善の努力を払う。 

第 5 社会の中の科学者 

研究者は、科学の自律性が社会からの信頼と負託の上に成り立つことを自覚し、科学・技術と

社会・自然環境の関係を広い視野から理解し、適切に行動する。 

第 6 社会的期待に応える研究 

研究者は社会が抱く真理の解明や様々な課題の達成へ向けた期待に応える責務を有する。研究

環境の整備や研究の実施に供される研究資金の使用にあたっては、そうした広く社会的な期待が存

在することを常に自覚する。 

第 7 説明と公開 

研究者は、自らが携わる研究の意義と役割を公開して積極的に説明し、その研究が人間、社

会、環境に及ぼし得る影響や起こし得る変化を評価し、その結果を中立性・客観性をもって公表す

ると共に、社会との建設的な対話を築くように努める。 

第 8 科学研究の利用と両義性 

研究者は、自らの研究の成果が、研究者自身の意図に反して破壊的行為に悪用される可能性も

あることを認識し、研究の実施、成果の公表にあたっては、社会に許容される適切な手段と方法を

選択する。 

第 9 不正行為 

資料3
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「不正行為」とは、科学研究上の不正行為であり、研究の提案、実行、見直し、及び研究結果

を報告する場合における、次に掲げる行為をいう。ただし、根拠が示されて故意でないと明らかに

されたもの及び意見の相違は不正行為に含まないものとする。 

(1) 捏造：存在しないデータや研究結果などを作成すること、又はこれら作成したものを記録、

報告、論文などに利用すること。 

(2) 改ざん：研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データや研究活動によって得られた

結果等を真正でないものに加工したり、それを記録すること。またそのような真正でない変更

あるいは変造したデータ、結果などを用いて研究の報告、論文などを作成、発表すること。 

(3) 盗用：他の研究者のアイディア、分析、解析方法、データ、研究結果、論文又は用語を当該

研究者の了解もしくは適切な表示なく流用すること。 

(4) 前 3号までに掲げる不正行為に準ずる著しく悪質な行為（他の学術誌等に既発表又は投稿中

の論文と本質的に同じ論文を投稿する二重投稿、一編の研究論文を発表可能な最小単位に分割

し、同一の研究から複数の論文投稿を行うサラミ論文、論文著作者が適正に公表されない不適

切なオーサーシップ及び悪質な意図に基づく論文等の不引用など）。 

(5) 前 4号までに掲げる不正行為が指摘された際の、当該不正行為の証拠隠滅、立証妨害、追試

又は再現を行うために不可欠な実験記録等の資料の隠蔽、廃棄、滅失、未整備。 

第 10 行動規準 

研究者は、自らの研究の立案・計画・申請・実施・報告などの過程において、本規範の趣旨に

沿って誠実に行動する。研究成果を論文などで公表することで、各自が果たした役割に応じての功

績の認知を得ると共に責任を負わなければならない。また、法令・社会的規範及び次にあげる事項

を遵守し、公正な環境の確立・維持も自らの重要な責務であることを自覚し、科学者コミュニティ

及び自らの所属組織の研究環境向上、ならびに不正行為抑止の教育啓発に継続的に取り組む。ま

た、これを達成するために社会の理解と協力が得られるよう努める。 

(1) 不正行為を行わないこと。

(2) 不正行為に加担しないこと。

(3) 周りの者に不正行為をさせないこと。

(4) 研究への協力者の人格、人権を尊重し、福利に配慮すること。

(5) 動物などに対しては真摯な態度でこれを扱うこと。

第 11 他者との関係 

研究者は、他者の成果を適切に批判すると同時に自らの研究に対する批判には謙虚に耳を傾

け、誠実な態度で意見を交える。他者の知的成果などの業績を正当に評価し、名誉や知的財産権を

尊重する。また、科学者コミュニティ、とくに自らの専門領域における科学者相互の評価に積極的

に参加する。 

第 12 社会との対話 

研究者は、社会と科学者コミュニティとのより良い相互理解のために、市民との対話と交流に

積極的に参加する。また、社会の様々な課題の解決と福祉の実現を図るために、政策立案・決定者

に対して政策形成に有効な科学的助言の提供に努める。その際、科学者の合意に基づく助言を目指

し、意見の相違が存在するときにはこれを解り易く説明する。 

第 13 科学的助言 

研究者は、公共の福祉に資することを目的として研究活動を行い、客観的で科学的な根拠に基

づく公正な助言を行う。その際、科学者の発言が世論及び政策形成に対して与える影響の重大さと

責任を自覚し、権威を濫用しない。また科学的助言の質の確保に最大限努め、同時に科学的知見に

係る不確実性及び見解の多様性について明確に説明する。 
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第 14 政策立案・決定者に対する科学的助言 

研究者は、政策立案・決定者に対して科学的助言を行う際には、科学的知見が政策形成の過程

において十分に尊重されるべきものであるが、政策決定の唯一の判断根拠ではないことを認識す

る。科学者コミュニティの助言とは異なる政策決定が為された場合、必要に応じて政策立案・決定

者に社会への説明を要請する。 

第 15 差別の排除 

研究者は、研究・教育・学会活動その他社会活動において、人種、ジェンダー、地位、思想・

信条、宗教などによって個人を差別せず、科学的方法に基づき公平に対応して、個人の自由と人格

を尊重する。 

第 16 遵守事項 

1 研究者は、研究の実施、研究費の使用にあたっては法令及び関係規則等を遵守しなければならな

い。 

2 健全な研究活動を保持し、かつ、不正行為が起こらない研究環境を形成するため、原則として各研

究チームの責任者、若しくは各研究室及び各部局は次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 各研究室及び研究チームなどにおいて、研究レポート、各種計測データ、実験手続きなどに

関し、適宜確認すること。 

(2) 研究者は、ラボノートブックなどが個人の私的記録ではなく、本学に帰属し、管理すべきも

のであるという意識を持たせるとともに、ラボノートブックの記載の方法に関し指導を徹底す

ること。 

(3) ラボノートブックと各種計測データなどを記録した紙や電子媒体などは、論文など成果物の

発表後も一定期間保管し、他の研究者からの問い合わせ、調査照会などにも対応できるように

すること。 

(4) 論文を共同で発表するときには、責任著者と共著者との間で責任の分担を確認すること。 

(5) なお、ラボノートブックの記載方法及び管理方法については、別に定める基準を標準として

原則として各部局において、基準等を定めること。 

第 17 不正行為に係る事実関係の説明責任 

研究者で不正行為に係る疑惑を生ぜしめた者は、本学に対し、事実関係を誠実に説明する責任

を負う。 

第 18 利益相反 

研究者は、自らの研究、審査、評価、判断などにおいて、個人と組織、あるいは異なる組織間

の利益の衝突に十分に注意を払い、公共性に配慮しつつ適切に対応しなければならない。 

附 則(平成 27年 3月 20日役員会決定第 1号) 

この規範は、平成 27年 4月 1日から施行する。 
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国立大学法人弘前大学の研究活動の不正行為への対応に関する規程 

(平成 19年 6月 25日制定規程第 14号) 

改正 平成 21年 2月 9日 平成 24年 2月 1日規程第 4号 

平成 25年 4月 19日規程第 67号 平成 27年 3月 20日規程第 106号 

平成 27年 3月 20日規程第 79号 令和 4年 6月 16日規程第 77号 

(目的) 

第 1条 この規程は、国立大学法人弘前大学(以下「本学」という。)に所属する研究者(以下「研究

者」という。)による研究活動の不正行為(以下「不正行為」という。)に関し、事前に予防に努め

ること、及びかかる問題が発生した場合の迅速かつ適正な解決に資することを目的として、本学の

対応及び関係者のとるべき措置等を定める。 

(研究者) 

第 2条 この規程で、研究者とは、本学に雇用されている者及び本学に雇用されているとみなされる

者並びに本学の施設・設備を利用する者で研究に携わる者をいう。 

(対象とする不正行為) 

第 3条 この規程において不正行為とは、次の各号に掲げる行為をいう。ただし、故意又は研究者と

してわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによるものではないことが根拠をもって

明らかにされたものは不正行為に当たらない。 

(1) 捏造 存在しないデータや研究結果等を作成すること、又はこれら作成したものを記録、報

告、論文等に利用すること。 

(2) 改ざん 研究資料、機器及び過程を変更する操作を行い、データや研究活動によって得られ

た結果等を真正でないものに加工したり、それを記録すること。またそのような真正でない変

更あるいは変造したデータ、結果等を用いて研究の報告、論文等を作成・発表すること。 

(3) 盗用 他の研究者のアイディア、分析、解析方法、データ、研究結果、論文又は用語を当該

研究者の了解又は適切な表示なく流用すること。 

(4) 前 3号までに掲げる不正行為に準ずる著しく悪質な行為（他の学術誌等に既発表又は投稿中

の論文と本質的に同じ論文を投稿する二重投稿、一編の研究論文を発表可能な最小単位に分割

し、同一の研究から複数の論文投稿を行うサラミ論文、論文著作者が適正に公表されない不適

切なオーサーシップ及び悪質な意図に基づく論文等の不引用など）。 

(5) 前 4号までに掲げる不正行為が指摘された際の、当該不正行為の証拠隠滅、立証妨害、追試

又は再現を行うために不可欠な実験記録等の資料の隠蔽、廃棄、滅失、未整備。 

(研究者の責務) 

第 4条 研究者は、不正行為を行ってはならず、また、他者による不正行為の防止に努めなければな

らない。 

2 研究者は、研究者倫理及び研究活動に係る法令等に関する研修又は科目等を受講しなければならな

い。 

3 研究者は、研究活動の正当性の証明手段を確保するとともに、第三者による検証可能性を担保する

ため、実験・観察記録ノート、実験データその他の研究資料等を一定期間適切に保存・管理し、開

示の必要性及び相当性が認められる場合には、これを開示しなければならない。 

4 前項に規定する保存期間に関し必要な事項は、別に定める。 

(最高管理責任者) 

資料4
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第 5条 本学に、研究活動における不正行為の防止について最終責任を負う最高管理責任者を置き、

学長をもって充てる。 

2 最高管理責任者は、学内における公正な研究活動を推進するために適切な措置を講ずるものとす

る。 

3 最高管理責任者は、本学に所属する職員、学生の不正行為を事前に防止し、公正な研究活動を推進

するとともに、倫理規範を修得させるため、研究倫理教育を行う。 

4 前項の研究倫理教育については別に定める。 

(統括管理責任者等) 

第 6条 本学に、最高管理責任者を補佐し、研究活動における不正行為の防止について本学全体を統

括する責任と権限を有する統括管理責任者を置き、理事（研究担当）をもって充てる。 

2 前項のほか、学生の教育及び職員の教育、研修に関する管理に責任と権限を有する管理責任者を置

き、それぞれ理事（教育担当）及び理事（総務担当）をもって充てる。 

(研究倫理教育責任者) 

第 7条 各部局の研究者に対する研究倫理教育を実施し、その受講状況及び理解度を把握し、未受講

の研究者及び理解度が低い研究者に対し必要な指導を行うことについて責任と権限を有する研究倫

理教育責任者を置き、各部局の長をもって充てる。 

(研究倫理委員会の設置) 

第 8条 本学に、研究者による不正行為を防止するため、次の各号に掲げる委員で組織する研究倫理

委員会（以下「倫理委員会」という。）を置く。 

(1) 理事（研究担当） 

(2) 理事（総務担当） 

(3) 理事（教育担当） 

(4) 学長が指名する部局長 3名 

(5) その他委員長が必要と認めた職員 

(倫理委員会委員の任期) 

第 9条 前条第 4号及び第 5号の委員の任期は 2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

2 前条第 4号及び第 5号の委員は、再任されることができる。 

(委員長及び副委員長) 

第 10条 倫理委員会に委員長を置き、第 8条第 1号の委員をもって充てる。 

2 委員長は倫理委員会を主宰する。 

3 倫理委員会に副委員長を置き、委員長が指名する委員をもって充てる。 

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(倫理委員会の職務) 

第 11条 倫理委員会は、次の各号に掲げる事項を行う。 

(1) 研究倫理についての研修及び教育に係る企画及び実施に関する事項 

(2) 研究倫理についての国内外における情報の収集及び周知に関する事項 

(3) 不正行為の防止に関する事項 

(4) その他研究倫理に関する事項 

(庶務) 

第 12条 倫理委員会の庶務は、研究推進部研究推進課において処理する。 

(告発等の受付・相談窓口) 
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第 13条 本学における不正行為に関する告発等の受付・相談窓口(以下「受付窓口」という。)は研究

推進部研究推進課(以下「担当課」という。)とする。 

2 告発等の受付から調査に至る体制における責任者は、統括管理責任者とする。 

(告発等の取扱い) 

第 14条 告発は、書面、電話、FAX、電子メール又は面談により、告発者が受付窓口へ直接行う。 

2 原則として、告発は氏名を明らかにして行わなければならない。 

3 告発の受付けは、不正行為を行ったとする研究者、研究グループ、不正行為の態様等、事案の内容

が明示され、かつ不正とする科学的合理性のある理由が示されているもののみとする。 

4 第 2項にかかわらず、匿名による告発があった場合は、その内容に応じて、顕名の告発があった場

合に準じて取り扱うことができる。 

(疑惑発生時の対応) 

第 15条 担当課は、不正行為に関する相談、調査依頼又は通報を随時受け付ける。 

また、告発を受け付けた場合は、速やかに統括管理責任者に報告する。 

2 統括管理責任者は、告発受付後概ね 10日以内に、事案に応じて予備調査の要否を決定する。 

(予備調査の実施) 

第 16条 統括管理責任者は、前条による調査が必要であると決定したときは、最高管理責任者へ報告

する。また、統括管理責任者は倫理委員会(以下「委員会」という。)において不正行為の疑惑が生

じている倫理分野における学内外の専門家らの協力を得て、予備調査を実施する。 

(調査委員会の設置) 

第 17条 統括管理責任者は、前条の予備調査の結果を、告発受理後概ね 30日以内に最高管理責任者

に報告する。 

2 最高管理責任者は、報告受理後概ね 10日以内に本調査実施の要否を決定するものとする。 

3 最高管理責任者は、統括管理責任者の報告に基づき、本調査の実施を必要と認めた場合、報告受理

日から起算して、概ね 50日以内に教育研究評議会に外部の専門家を含めた調査委員会を設置す

る。 

4 前項に規定する調査委員会に関し必要な事項は、別に定める。 

(認定) 

第 18条 調査委員会は調査結果を最高管理責任者に報告し、最高管理責任者は、教育研究評議会の議

を経て、不正行為か否かを認定する。 

(調査結果の通知) 

第 19条 最高管理責任者は、調査結果を調査関係者に通知する。 

(不服申立て) 

第 20条 不正行為を行ったものと認定された被告発者は、最高管理責任者の通知した調査結果に対し

て不服があるときは、調査結果を通知した日から起算して 14日以内に最高管理責任者に不服の申

立てを行うことができる。不服申立てがなされた場合、最高管理責任者は調査委員会に審査を行わ

せ、必要に応じて再調査を命ずる。 

(不正行為の認定を受けた被告発者等に対する措置) 

第 21条 最高管理責任者は、被告発者の不正行為を認定したときは、学内規則等に基づき不正行為の

認定を受けた者(以下「不正認定者」という。)に必要な処分を講ずるとともに不正行為と認定され

た論文等の取下げを勧告する。 

2 最高管理責任者は、前項に加えて不正行為に関与したとまでは認定されないが、不正行為が認定さ

れた論文等の内容について責任を負う者として認定された著者に対し、学内規則等に基づき必要な

処置を講ずるとともに、不正行為と認定された論文等の取下げを勧告する。 
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(研究費使用の禁止) 

第 22条 不正認定者には、本学の指示する日以後禁止が解除されるまでの間、内外の競争的研究費を

含め全ての研究費の使用を禁止する。ただし、研究機器等の維持に研究費を使用する場合はこの限

りではない。 

(研究費の返還) 

第 23条 不正認定者には、既に使用した研究費について、その全部又は一部を返還させることがあ

る。 

(調査結果の公表) 

第 24条 最高管理責任者は不正行為が行われたとの認定を行った場合には、速やかに調査結果を公表

する。 

2 最高管理責任者は、不正行為が行われなかったとの認定を行った場合には、原則として調査結果を

公表しない。ただし、公表までに調査事案が外部に対し公になっていた場合及び論文等に故意によ

るものでない誤りがあった場合は、調査結果の概要を公表する。 

(悪意に基づく告発者の処分) 

第 25条 最高管理責任者は、予備調査及び本調査の結果、告発に十分な科学的合理性のある根拠がな

く、かつ被告発者を陥れ、又は本学等に不利益を与えることを目的とした告発であったと判断した

ときは、当該告発を研究妨害とみなし、当該告発者に対し、必要に応じて氏名の公表又は懲戒等の

処分もしくは刑事告発等の措置を講ずる。 

(不正行為が認定されなかった場合の対応措置) 

第 26条 調査を経て、最高管理責任者が被告発者に不正行為の事実はないと認めたときは、関係各部

局等に対し別に定める必要な措置を要請するものとする。 

(その他) 

第 27条 この規程に定めるもののほか、不正行為への対応について必要な事項は、倫理委員会の議を

経て別に定めるものとする。 

附 則 

この規程は、平成 19年 6月 25日から施行する。 

附 則(平成 21年 2月 9日) 

この規程は、平成 21年 2月 9日から施行する。 

附 則(平成 24年 2月 1日規程第 4号) 

この規程は、平成 24年 2月 1日から施行する。 

附 則(平成 25年 4月 19日規程第 67号) 

この規程は、平成 25年 4月 19日から施行し、改正後の規定は、平成 25年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 27年 3月 20日規程第 106号) 

この規程は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 27年 3月 20日規程第 79号) 

この規程は、平成 27年 3月 20日から施行する。 

附 則(令和 4年 6月 16日規程第 77号) 

この規程は、令和 4年 6月 16日から施行する。 
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弘前大学大学院保健学研究科倫理委員会要項 

平成 26年 6 月 18日制定 

最終改正：令和 3年 6 月 25 日改正 

(設置) 

第 1 条 弘前大学大学院保健学研究科(以下「保健学研究科」という。)に倫理委員会(以下「委 

員会」という。)を置く。 

(任務) 

第 2 条 委員会は、保健学研究科における医学・医療の倫理的問題について協議するとともに、

保健学研究科及び弘前大学被ばく医療総合研究所(以下「被ばく医療研究所」という。)に所属

する者が、各所属施設において行う研究等について弘前大学大学院保健学研究科長(以下「保

健学研究科長」という。)及び弘前大学被ばく医療総合研究所長に実施許可を申請するにあた

り、その研究等が医の倫理に関するヘルシンキ宣言等の趣旨に沿って行われるかを倫理的観

点及び科学的観点から審査する。ただし、特別な理由により弘前大学教育学部に所属する者が、

所属施設において行う保健学系研究等について申請があった場合、委員長をもって委員会に

おいて審査するかの判断を行う。 

2 医学部保健学科学生が行う卒業研究の倫理審査については、第 8 条の保健学科各専攻倫理審

査会において行う。 

(組織) 

第 3条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 保健学研究科教授会から選出された教授 1名

(2) 各領域から推薦された教授又は准教授 各 2名

(前号の委員が選出された領域にあっては、1 名) 

(3) 学外の学識経験者 1人

(4) 一般の立場から意見を述べることができる者 1 名

(5) その他保健学研究科長が必要と認めた者 若干名

(委員長及び副委員長) 

第 4条 委員会に委員長を置き、前条第 1 号の委員をもって充てる。 

2 委員会に副委員長を置き、委員長が指名する者をもって充てる。 

3 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代行する。 

(委員の委嘱、任期) 

第 5条 第 3条の委員は、保健学研究科長が委嘱する。 

2 第 3条の委員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。ただし、第 3条第 1号及び第 2号の委員

については、再任は 1 回までとし、引き続き 4年を超えることはできない。 

3 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(議事) 

第 6条 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

2 委員会は、委員の 3分の 2以上の出席をもって成立する。 

3 委員会の議事は、出席委員の全会一致をもって決する。この場合において、第 8条(1)の保健

学研究科迅速審査会の議事については、各委員の意見を集約した上、最終的に委員長が決す

るも のとする。 

4 委員は、自己が関係する倫理審査申請に係る審査に加わることができない。ただし、委員会

の求めに応じて委員会に出席し、説明することができるものとする。 
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5 委員会が必要と認めたときは、倫理審査申請者又は学識経験者等、委員以外の者に出席を求

め、倫理審査申請の内容等について、説明及び意見を聴くことができる。 

(審査) 

第 7 条 委員会における審査は、通常の手続きで行われる本審査又は簡略化した手続きで行わ

れる迅速審査において行われる。 

2 迅速審査は、次の各号に掲げるいずれかに該当する事項に関する審査について行うことがで

きる。 

(1)委員長が、研究対象者に対して最小限の危険を超える危険を含まないと認める軽微な研究計

画 

(2)研究計画の軽微な変更 

(3)共同研究であって、既に本学以外の研究機関において倫理審査委員会の承認を受けた研究計

画 

(4)医学部保健学科学生の行う卒業研究で、研究対象者に対して最小限の危険を超える危険を含

まない軽微な研究計画 

3 前項 2 号に該当する事項のうち、次の各号に該当するものは審査を行わず、研究終了もしく

は中止の際の報告をもって確認するものとする。 

(1) 研究者等の職位の変更 

(2) 研究者等の氏名の変更 

(迅速審査会) 

第 8条 前条の迅速審査を行うため、委員会に次の小委員会を置く。 

(1) 前条第 2項 1 号から 3 号までの研究計画の迅速審査を行う保健学研究科迅速審査会(以下 

「研究科迅速審査会」という。) 

(2) 前条第 2 項 4 号の審査を行う保健学科各専攻倫理審査会(以下「各専攻卒業研究審査会」 

という。) 

2 研究科迅速審査会は委員長、副委員長及び委員長が指名する委員 1名から構成される。 

3 各専攻卒業研究審査会は、医学部保健学科の専攻ごとに選出された教員から構成される。 

4 各専攻卒業研究審査会に関し必要な事項は、別に定める。 

5 小委員会で行われた迅速審査の結果は、委員会に報告するものとする。 

6 委員長は、迅速審査を行ったときは、当該審査結果をすべての委員に速やかに報告するもの

とする。 

7 前項の報告を受けた委員は、委員長に対して、理由を付した上で、当該事項について改めて

委員会における審査を求めることができる。この場合において、委員長は、相当の理由があ

ると認めるときは、速やかに委員会を開催し、当該事項について審査しなければならない。 

(委員の守秘義務) 

第 9条 委員は、その職務上知り得た情報を正当な理由なく、漏らしてはならない。委員の職を 

退いた後も同様とする。 

(庶務) 

第 10 条 委員会の庶務は、保健学研究科事務において処理する。 

(その他の定め) 

第 11 条 この要項に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員会の議を経て別に定

める。 

附 則 

この要項は、平成 26年 6月 18 日から施行する。 
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附 則 

この要項は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成 28年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成 28年 7月 20 日から施行する。 

附 則 

この要項は、令和 3年 6月 30 日から施行する。 
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1 弘前大学医学部附属病院 青森県弘前市本町53 心理実践実習Ⅱ 徒歩約25分

心理実践実習Ⅲ

心理実践実習Ⅳ

2 弘前愛成会病院 青森県弘前市北園1丁目6-2 心理実践実習Ⅱ 徒歩約18分

心理実践実習Ⅲ

心理実践実習Ⅳ

3 健生クリニック 青森県弘前市扇町2丁目2-1 心理実践実習Ⅱ 電車約32分／車約12分

4 弘前市保健センター 青森県弘前市野田2丁目7-1 心理実践実習Ⅰ 徒歩約30分／車約10分

心理実践実習Ⅱ

（心理実践実習Ⅲ）

心理実践実習Ⅳ

5 青森県立中央病院 青森県青森市東造道2丁目1-1 心理実践実習Ⅱ 車約1時間／電車約1時間50分

（心理実践実習Ⅲ）

心理実践実習Ⅳ

6 青森県立つくしが丘病院 青森県青森市三内沢部353-92 心理実践実習Ⅱ 車約50分／電車約1時間30分

（心理実践実習Ⅲ）

7 国立病院機構青森病院 青森県青森市浪岡大字女鹿沢平野155-1 心理実践実習Ⅱ 車約40分／電車約1時間30分

8 芙蓉会病院 青森県青森市雲谷山吹93-1 心理実践実習Ⅱ 車約1時間／電車約2時間20分

（心理実践実習Ⅲ）

心理実践実習Ⅳ

9 青森県立精神保健福祉センター 青森県青森市三内沢部353-92 心理実践実習Ⅱ 車約50分／電車約1時間30分

10 青南病院 青森県八戸市大字田面木字赤坂16-3 心理実践実習Ⅱ 車約2時間15分／電車約2時間

（心理実践実習Ⅲ）

心理実践実習Ⅳ

11 八戸市立市民病院 青森県八戸市田向3丁目1-1 心理実践実習Ⅱ 車約2時間15分

（心理実践実習Ⅲ）

心理実践実習Ⅳ

12 青森県障害者相談センター 青森県弘前市下白銀町14-2 心理実践実習Ⅰ 徒歩約25分／車約10分

（心理実践実習Ⅱ）

心理実践実習Ⅲ

心理実践実習Ⅳ

13 児童家庭支援センター　太陽 青森県弘前市豊原1丁目1-3 心理実践実習Ⅰ 徒歩約15分／車約5分

心理実践実習Ⅳ

14 東青地域県民局地域健康福祉部こども女性相談総室 青森県青森市石江江渡5-1 心理実践実習Ⅰ 車約50分／電車約1時間10分

（青森県中央児童相談所） 心理実践実習Ⅳ

15 青森県発達障害者支援センター　ステップ 青森県青森市中央3丁目20-30 心理実践実習Ⅰ 車約1時間／電車約1時間40分

（県民福祉プラザ） 心理実践実習Ⅳ

16 児童心理治療施設　青森おおぞら学園 青森県青森市雲谷山吹237-17 心理実践実習Ⅰ 車約1時間／電車約2時間15分

心理実践実習Ⅳ

17 弘前市教育センター（フレンドシップルーム） 青森県弘前市大字末広4丁目10-1 心理実践実習Ⅰ 車約15分／電車約45分

（総合学習センター内） （心理実践実習Ⅱ）

心理実践実習Ⅲ

心理実践実習Ⅳ

18 弘前市教育センター（通級指導教室） 青森県弘前市大字末広4丁目10−1 心理実践実習Ⅰ 車約15分／電車約45分

（総合学習センター内） 心理実践実習Ⅳ

19 あおもり被害者支援センター 青森県青森市中央3丁目20-30 心理実践実習Ⅰ 車約1時間／電車約1時間40分

心理実践実習Ⅳ

20 青森少年鑑別所 青森県青森市金沢1丁目5-38 心理実践実習Ⅰ 車約1時間／電車約1時間30分

心理実践実習Ⅳ

21 公立学校共済組合青森支部 青森市長島1丁目1番1号 （心理実践実習Ⅱ） 車約1時間／電車約1時間20分

（青森県教育庁職員福利課） 心理実践実習Ⅳ

※ 移動方法・所要時間は、文京町キャンパスからの算出である。
※ 「（心理実践実習Ⅱ）」は、保健医療機関での実習が不可だった場合に選択する。
※ 「（心理実践実習Ⅲ）」は、保健医療機関（弘前大学医学部附属病院、弘前愛成会病院）での実習が不可だった場合に選択する。

実習施設一覧

分野 No. 施設名 所在地 受入科目名 受入可能人数 移動方法・所要時間

保健医療

6名

福祉

教育

司法・犯罪

産業・労働
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′

実

　

習

　

受

　

入

　

承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

す。

記

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習１～Ｗ‐

資料7

－設置等の趣旨（資料）－17－



令和５年 ゴ

　

月

　　

日

弘前大学長

　

福

　

田

　　

贋

　

作

　　

殿

施設名 ‘一般財団法人愛歳会弘前愛成会病院

所在地 弘前市大字北園桝Ｔ圃６締驚

代表者（自署） 冊 メキ テ鼻

実

　

習

　

受

　

入 承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

す。

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習１～ＩＶ

受入可能人数 ６名 （各科目最大６名）

受入開始年度 令和６年度

以上

－設置等の趣旨（資料）－18－



令和５年

　

ぎ月 ８日

弘前大学長

福

　

田

　　

贋

　

作

　　

殿

　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

　

　　

　

　　　　　

　　　　施設名； ぎ

　　　　

所在地 〒園－綴繋譲ぎきぎー語勢瀞鞭認ニデ鞭鰍鰯麹

　

代表者（自署）
蕩ぬ

　

春 陸

実

　

習

　

受

　

入 承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

す。

－設置等の趣旨（資料）－19－



令和５年

　

３月 き

　

日

弘前大学長

　

福

　

田

　　

員

　

作

　　

殿

施設名

　

ね前棚牽疎 ども毎 磯原増焼餅、
弘前市保健セ》券瞬

所在地 弘前市大学鱈謎２丁圏７の１

代表者 偵署）

　

＼ 中 Ｊ

　　

ｉ

実

　

習

　

受

　

入 承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に
基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま
す。

記

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習１～ＩＶ

受入可能人数 ６名 （各科目最大６名）

受入開始年度 令和６年度

以上

－設置等の趣旨（資料）－20－



令和５年多

　

月も 日

弘前大学長

　

福

　

田

　　

員

　

作

　　

殿

施設名 青森県立中央癌臓

所在地

　　　

浮雛市東遣遭２丁目１番１梼

実

　

習

　

受

　

入 承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

す。

記

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習１～ＩＶ

受入可能人数 ６名 （各科目最大６名）

受入開始年度 令和６年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

以上

－設置等の趣旨（資料）－21－



　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　　　　

▼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令 和 ５年

　

翌 月

　

Ｚ 日

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼

　

弘前大学長

福

　

田

　　

贋

　

作

　　

殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

施設名

　　

青森県立つくしが丘病院‐

所在地

　

青森市大字三内字沢薮組蟹瀧地雛

－設置等の趣旨（資料）－22－



令和５年４月 は日

弘前大学長

　　　　

、

　　　　　

殿

　

福

　

田

　

． 贋

　

作

施設名

　　

独立行政法人国立病院機構青 森病 院

・，所在地

　

青森県青森市浪岡大字女鹿沢字平野１５５獅１

代表者（自署） あの債と

実

　

習

　

受

　

入 承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法
施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承
諾しま

す。

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習１～Ｎ‐

受入可能人数 ６名 （各科目最大６名）

受入開始年度 令和６年度

以上

－設置等の趣旨（資料）－23－



　

令和５年 ゴ

　

月

　

夕 日

弘前大学長

福

　

田

　　

贋

　

作

　　

殿

医療挿入鰯鉛 葵婚会落城

　　　

施設名

所在地

　　　　

代表者（自署）

　

≠す ヱ

　

ヂる 砂

実

　

習

　

受

　

入

　

承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

　　　

す。

－設置等の趣旨（資料）－24－



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ま

－設置等の趣旨（資料）－25－



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和 ５ 年 月 ６

　

日

弘前大学長

福

　

田

　　

贋

　

作

　　

殿

鰯青南病院

　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地 誠 功、斧 図 面 末 赤 坂 逐 一

　　　　　

　 　 　 　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

　

　

　　

実

　

習

　

受

　

入

　

承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

す。

記

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習工～ＩＶ

受入可能人数 ６名 （各科目最大６名）

受入開始年度 令和６年度

　

▼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

以上

－設置等の趣旨（資料）－26－



　　　　　　　　　

令 和 ５年

　

月Ｊ

　

日

弘前大学長

福

　

田

　　

贋

　

作

　　

殿

施設名

　

』亀戸 市 立 市 厩 病 院

　　　　　　　　　　

所在地 有 無 県 へ 戸 帝 ｍ向コ日 トノ

　　　　　　　

代表者（自署）
元 武 ＪムーＬ

　

実

　

習

　

受

　

入 承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

す。

記

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習１～ＩＶ

受入可能人数 ６名 （各科目最大６名）

受入開始年度 令和６年度

以上

－設置等の趣旨（資料）－27－



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　

‘

　

＼！

　　

）γ′

　

…

　　　　　　

＼′^′＼′ここ＼

　

へ｛

　

ベヘニ～小””′三

　　

塚”＊≦＃
い、・．キス【霧、き

　

り家

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地

　　

青森県務ｉ＃奮え享下直灘灘４珊２

－設置等の趣旨（資料）－28－



令和５年

　

６

　

月 ユ３日

弘前大学長

　

福

　

田

　　

贋

　

作

　　

殿

施設名

　

児童家庭支援センター

　

太陽

所在地

　

弘前市大字豊原一丁目１番地３

代表者（自署） お企み島秘 法人

　

′髪教今

　　　　　

現竜拳庭蔓滋 センター 入 場

　　　

　　　

　

　 　 　　 　

実

　

習

　

受

　

入 承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

す。

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習１～ＩＶ

受入可能人数 ６名 （各科目最大６名）

受入開始年度 令和６年度

以上

－設置等の趣旨（資料）－29－



令和５年

　

夕月

　

Ｚ‐日

弘前大学長

福

　

田

　　

員

　

作

　　

殿

東青地域県民局地域健康福祉部
こども女性相談総室

施設名

青森市大字石江字江渡５－１所在地

代表者（自署） 秀 溺 ゑ 零▽

実

　

習

　

受

　

入

　

承

　

諾

　

書

　

当施設は，弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として，下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

す。

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習１～Ｗ

受入可能人数 ６名（各科目最大６名）

受入開始年度 令和６年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　

　

以上

－設置等の趣旨（資料）－30－



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令 和 ５年 ゴ

　

月 ゴ

　

日

　　　　　　

弘前大学長

　　　

施設名 青森県発足障害教扱け‐
「ステファ．

　　　　

所在地青春手快打ａｚｏｄｏ票母詩丈プラザが誉

　　　

代表者 傭署） 町 鱒

　

兎 ナ

福

　

田

　　

員

　

作

　　

殿

実

　

習

　

受

　

入

　

承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

す。

記

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習１～Ｗ

受入可能人数 ６名 （各科目最大６名）

受入開始年度 令和６年度

以上

－設置等の趣旨（資料）－31－



　　　　　　　　　　　　　　　

　　
　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

お
尋
ず

　

　

　　　　

　

　　　

　

　

　

　　　

　

　　

　

　　　　

　

　

　

－設置等の趣旨（資料）－32－



令和５年ノ月 β日

弘前大学長

福

　

田

　　

贋

　

作

　　

殿

施設名

　

弘薗市議高委員袋 教育センターｒ

所在地

　

弘蘭『話太字末広４丁目鰯－１

、茶史

実

　

習

　

受

　

入 承

　

諾

　

書

　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

基づき実施する実習の施設として， 下記の内容により実習生を受け入れることを承諾しま

す。

記

授

　

業

　

科

　

目 心理実践実習１～ＩＶ

受入可能人数 ６名 （各科目最大６名）

受入開始年度 令和６年度

以上

－設置等の趣旨（資料）－33－



　　　　

令和５年 ゴ 月Ｊ日

弘前大学長

福

　

田

　　

贋

　

作

　　

殿

所在地寄券琴ず央ヲずｇ クー
ザリ

　　　　

代表者（自署） 禁 靭 薄 明

　　　

実

　

習

　

受

　

入

　

承

　

諾

　

書

　　　　　

当施設は， 弘前大学大学院保健学研究科心理支援科学専攻が公認心理師法施行規則等に

－設置等の趣旨（資料）－34－



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ず

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

▼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和 ５年

　

龍 月 謝

　

日

弘前大学長

福

　

田

　　

贋

　

作

　　

殿

施設名

　

誉蕪少年鑑別劾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地

　

青森市食沢一 瀬 ５番謬穆畢

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　

代表者 曙） 菊 地 の

　　　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　

、

　

、

　　　　　　　　　

｛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
実

　

習

　

受

　

入

　

承

　

諾

　

書

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

－

　　　　　　　

－ム

　　

遵今

　　

鳶今ど＞

　　　　

湛も

　　

ズロ

　

ミ

　

、

　　　　

請

　

、差～

　　　　　

や／＼喜親

　

、

－設置等の趣旨（資料）－35－
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国立大学法人弘前大学職員就業規則（一部抜粋） 

(平成 16年 4月 1日制定規則第 5号) 

改正 

平成 22年 3月 26日規則第 4号 平成 22年 12月 17日規則第 20号 平成 22年 12月 24日規則第 16号 

平成 22年 12月 27日規則第 21号 平成 22年 12月 27日規則第 22号 平成 22年 12月 27日規則第 23号 

平成 25年 3月 22日規則第 5号 平成 26年 1月 30日規則第 2号 平成 26年 3月 27日規則第 7号 

平成 26年 11月 21日規則第 11号 平成 27年 4月 30日規則第 10号 平成 28年 12月 27日規則第 27号 

平成 30年 3月 26日規則第 7号 平成 30年 3月 28日規則第 10号 平成 31年 3月 27日規則第 4号 

平成 31年 3月 27日規則第 8号 令和 2年 3月 27日規則第 12号 令和 2年 3月 27日規則第 15号 

令和 4年 9月 28日規則第 18号 

第 2章 任免 

第 6節 退職 

(自己都合退職) 

第 20条 職員が退職しようとするときは、あらかじめ退職を予定する日の 14日前までに文書をもっ

て願い出なければならない。 

2 前項の願い出があった場合、業務上特に支障のない限り、これを承認するものとする。 

3 職員は、退職を願い出ても退職するまでは、従来の職務に従事しなければならない。 

(定年退職) 

第 21条 職員は、定年に達した日以後における最初の 3月 31日に退職する。 

2 前項の定年は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に掲げる年齢とする。 

(1) 大学教員 満 65歳

(2) 第 24条第 1項の規定に基づき再雇用された者 満 65歳

(3) 前 2号以外の者 満 60歳

(定年による退職の特例) 

第 22条 前条の規定にかかわらず、その職員の職務の特殊性又はその職員の職務の遂行上の特別の事

情からみて、その退職により業務の運営に著しい支障が生ずると認められる十分な理由があるとき

は、1年を超えない範囲で期限を定め、その職員を当該業務に従事させるため引き続いて勤務させ

ることができる。 

2 前項の期限又はこの項の規定により更新された期限は、3年を超えない範囲で更新することができ

るものとする。 

(その他の退職) 

第 23条 職員が次の各号の一に該当するときは、退職とする。 

(1) 任期の定めがあるとき、その任期を満了した場合

(2) 本学の学長、理事及び監事になったとき

(3) 第 15条第 1項各号の規定により休職とした職員が、第 18条各項に規定する休職の上限期間を

満了したにもかかわらず復職できないとき 

(4) 死亡したとき

(高年齢者の再雇用) 

第 24条 第 21条第 1項又は第 22条の規定により退職する職員(大学教員を除く。)で、引き続き雇用

を希望する者については、国立大学法人弘前大学職員の再雇用に関する規程(平成 25年規程第 23

号)により再雇用するものとする。ただし、第 23条第 3号又は第 27条第 1項及び第 2項に規定する

事由に該当する者については、この限りではない。 

2 前項に定めるもののほか、職員の再雇用に関して必要な事項は、別に定める。 
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